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1.はじめに一本論文の問題意識

インターネットの利用が浸透し,自治体にお

けるホームページの整備が一般的となってい

る｡住民が容易に行政情報にアクセスするルー

トが増すことは,歓迎すべきことである｡

もっとも電子政府の有効性については,電子

入札や電子申請など利便性のみから評価しがち

である｡多くの行政情報を内包する現実の電子

政府のコンテンツ構造が,政策過程(政策決定

(plan) --+政策実施(do) -政策評価(see) -

政策終了)とどのように対応すべきなのか規範

的ないし仮説的に議論したうえで,現実の電子

政府の運用状況を実証的に評価する必要はない

だろうか｡

また,組織過程との関係も十分な検討は行わ

れていない｡例えば,電子会議室の機能や種々

のデータや行政情報は,行政と住民とが｢協

働｣するうえで重要な位置づけになるといわれ

る｡しかしながら,個々の政策分野に照らした

場合, ｢何が必要な行政情報であり必要なウェ

ブ上の機能か｣,また｢必要な行政情報と機能

が,どのように現実のコンテンツ構造へ反映し

ているか｣は必ずしも明らかではない｡

以上の問題意識をもとに本論文は,以下のよ

うな手順で分析を進める｡第1に,電子政府な

いし電子自治体にかかる先行調査ないし研究に

ついてサーベイする｡コンテンツ構造分析とし

て参照すべき,国や地方議員のホームページに

かかる研究についても言及する｡第2に,電子

自治体が具えるべきコンテンツ構造を前提に,

選択された環境政策分野のコンテンツ構造にか

かる仮説的フレーム設定を行う｡第3に,仮説

的フレームを現実の電子自治体のホームペー

ジで検証するために操作化して指標を抽出し,

｢環境情報マトリクス｣を構築する｡第4に,

47都道府県, 13政令指定都市(データの関係で

2005年当初時点に政令市であった団体を対象

とする),先進4市の合計64団体を対象に比較

分析を行うとともに, 47都道府県のコンテンツ

構造の規定要因につき多変量解析により分析す

る｡

2.先行研究･調査

国レベルの電子政府に関する先行研究では,

国際連合[UN2002],世界経済フォーラム

[World Economic Forum 2006],アクセンチュ

ア[Accenture2004]があるO　これらはほぼ毎
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年比較分析を行った上で国毎にランキング化し

結果を公表している｡近時の傾向としては,早

なる利便性や効率性本位の評価から,利用者へ

の配慮,情報格差解消および,政策立案過程へ

の電子的参加など政策過程への活用度を重視

した評価に重点が移っている｡評価手法とし

ては,これらを総称した｢即応性(英語では

readiness)｣による方法が主流となりつつある｡

例えば最近の国連のレポート[UN2005]で

は∴`From E-government to E-inclusion" (電子

政府の構築から電子政府による包括-)という

スローガンのもとで, ``E-government readiness

Index　と"E-participation Index　の2指標を作

成して評価が行われている｡

次に,自治体ないし州･地方政府レベルの先

行研究については,海外(米国)ではICMA/

PTI [2002]による包括的な調査, Mussoら

のカリフォルニア州内の270地方政府を対象

にした住民参加等に関する分析[Musso etal.

2000], Norris and Moonによる"input/adoption

dimension--impact dimention　アプローチによ

る分析(但し,引用符内の矢印は筆者が付した)

[Norris et al. 2005], West [2004,2005]による

大規模な研究がある(1)

Norrisらは, ICMA/PTIのデータを利用し

て,電子政府化に影響を及ぼす組織的環境的な

要因を明らかにするとともに(input/adoption

dimension),電子政府化がもたらす行政組織内

部の組織過程への影響や組織のアウトプット･

アウトカムについて解析を行っている(impact

dimention) (2) ｡

またWestは,米国の州を主な対象に,コン

テンツ構造や前述したreadinessの分析だけでな

く,電子政府化による住民意識の変化度合いに

ついて分析を行っている｡さらに,オンライン

サービスの普及度,プライバシーポリシーの質

や電子政府のパフォーマンス等の決定要因につ

いて多変量解析を行っている(詳細は後述)0

国内における電子自治体の研究動向をみる

と,国による調査としては情報通信基盤のラン

キング調査[郵政省1998]や総務省による自治

体における情報化の調査[直近では,総務省

2005]がある｡後者については,都道府県と市

区町村を対象とした調査がアンケート方式によ

り毎年行われている(2005年調査では,全都道

府県　2,418市区町村が回答)0

一方,民間では,島田らが電子自治体の進

展度について大がかりな実態調査[島田2006,

島田･久保2006]を行っている｡若干数街す

ると,調査分野としては, ｢庁内情報化｣ ｢行政

サービス｣ ｢情報セキュリティ｣の3分野であ

る｡具体的には(カッコ内は例示), 1)庁内

情報化:インフラ整備･情報化の推進道営体制

(CIOやBPR実施動向) - IT適用業務(電子入

札や文書整理) ･投資効果(業務効率化や省力

化を測定), 2)行政サービス:情報公開･広

戟(制度や議事録公開) ･住民参加(電子会議

室や掲示板) ･住民サービス支援(電子申請) ･

対外的投資効果(住民サービス向上), 3)情

報セキュリティ(詳細略),について聴取して

いる｡そのうえで,自治体種別毎にランキング

を行っている｡

この研究では, Norrisらと同様,情報化進展

度のレベルを計測するにあたり,インプット

(予算投入)とアウトプット(仕事量)だけで

なくアウトカムにも注目している点が示唆的で

ある｡

このほか,安･若山[2004]は,日韓両国の
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自治体におけるホームページのコンテンツ構造

を比較している.具体的には,韓国において,

公共機関におけるウェブサイトの評価モデルの

研究で使用されている指標のうち27項目を利用

して,政令指定都市レベルの日韓6自治体を対

象に分析を行った｡具体的な比較項目は, 1)

対住民サービス, 2)情報に対する接近機能,

3)市民参加, 4)利用利便性の4分野である｡

総じていえは　海外では(米国を中心とすれ

ば),従来型の電子政府の機能の有無や効率性

だけでなく,利用者側のメリットと住民参加に

よる政策過程-の貢献を重視した電子政府のラ

ンキング調査がある｡一方で,電子政府導入の

決定要因･決定要素と電子政府化の経済的組織

的影響度の解析が行われている｡

これに対して国内の電子政府ないし電子自治

体の評価に関する研究はあまり行われてはいな

い｡なかでも,政策過程に配慮した研究やコン

テンツ構造を規定する要因分析にかかる研究に

ついては蓄積に乏しいといえるだろう(3)

先行研究を踏まえ,以下のように考察を進め

ることとしたい｡第1に,政策過程に配慮した

電子政府の評価を行うことが求められるであろ

う｡第2に,政策全体に対応した評価では総花

的となりかねないことから,特定の政策分野に

限定することが重要と考える｡そこで,当該政

策分野の構成ファクターを抽出･整理したうえ

で,電子政府化する場合のコンテンツ構造を操

作化しつつ具体化する｡第3に,コンテンツ構

造そのものの分析だけでなく.コンテンツ構造

そのものを規定する要因を明らかにすることも

射程に入れるべきであろう｡このため,市民な

いし住民と接点と交流の多い,自治体を対象と

する｡なお,情報セキュリティについてはきわ

めて重要であるが,技術的要素が強いことや政

策過程そのものとの関わりが直接的とはいえな

いため,考察対象からは除きたい｡

3.電子自治体構築の要素一環境政策分

野での仮説的設定

(1)政策過程への配慮

政策立案から評価に至る行政過程との関係

で,どのような点が課題となるだろうか｡ここ

では電子自治体とガバナンス論,電子自治体と

民主主義(電子民主主義)との関連を指摘して

おく｡

統治構造のあり方と主体の関与に関して,ガ

バナンス概念をもとにした議論が展開されてい

る｡ガバナンスは多義的な概念であるため,こ

こでは｢人間の社会的集団の統治に関わるシス

テムを構成する諸社会的行為者の相互関係の構

造と行為者間の相互作用のプロセスが発現する

形態｣とする[宮川2002:16]｡即ち,組織や

個人が相互に関係する,社会を統治する仕組み

(構造)とプロセス(過程)である｡特徴は,

主体として,行政以外の企業,国民,住民そし

てNPOなども組み込む点にある｡

規範的にみると,ガバナンスのもとでは行政

情報が円滑に市民に流れ,市民は意見表明や政

策立案過程に参画し,政策の実施に協働する｡

協働の実現には消極的な情報公開から,積極的

な情報開示へのシフトが不可欠である｡シフト

を前提にすれば,情報交流を可能とする電子自

治体はガバナンス的にも有効となる｡

一方,電子自治体と民主主義との関係も整理

しなくてはならない｡ ｢電子民主主義｣あるい

はre-デモクラシー｣とは, ｢ITを活用した

政策立案,決定,執行過程への市民参画である｣
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[須藤2004: 13]｡ ITを電子自治体に置き換えて

理解することは許されるだろう｡電子自治体は

民主主義進展のための手段と位置づけられる｡

したがって,電子自治体と,ガバナンスおよ

び民主主義との関係を成り立たせる条件とし

て,多様な主体の関与,円滑な情報の流れ,住

民参加過程の担保が,理念型として導出され

る｡

もっとも現実は単純なものではない｡サイ

バースペースと政治的現実との一致,住民と行

政双方の受容性の浸透も前提となるだろう｡結

嵐　多様な主体が,現実の政治の姿として,蛋

子的な形態での民主主義を受け入れるかどう

かが社会的条件として重要となる[新川2002:

○

では,社会的条件を成立させるのに,いかに

電子自治体を再構成するか｡本論文では前述の

ように電子民主主義を進展させる手段ないし媒

体として電子自治体を捉えている｡そして構成

要素としては,電子的政治参加と電子的行政事

務処理を含むものと考えている｡ (図1)

このように解釈することで,インターネット

のコンテンツ構造は政策過程と整合的となり,

電+民T.T.義

社会的条件を充足することが可能と思われるか

らである｡

ところで,以上は一般的な政策過程との関連

で考察したにすぎないため抽象論にとどまる｡

具体化し,実際のコンテンツ構造に反映するこ

とを可能にする議論も必要である｡そこで次

に,特定の政策対象に絞った場合における,蛋

子自治体の構成フレームについて検討する｡

(2)環境行政での電子自治体のフレーム

政策過程研究では,政策決定から政策終了に

至るプロセスを考察するとともに,政策過程と

公共政策の因果関係を推定し,よりよい公共政

策の実現可能性が高まる政策過程のありようを

探求する｡

一方,公共政策の一分野としての環境政策に

関しては,歴史的経緯から-行政と住民との間

における公害をめぐる長い反目の時代を経る-

別個の考察が必要である｡政策過程での閉鎖性

が住民の不信を呼び,紛争を経験したのが公害

行政であり,環境保全運動と公害関連施策の立

案･実施とが対立関係にあったためである｡

ここに昨今の環境問題については,地球温暖

稲子的政治参加

(インターネット)

私r･的政治参加

(パブリックコメント)
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図1　電子民主主義と電子自治体の概念構成
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化にみられるように,種々の原因が関係して発

生する例がみられる｡これらの場合,発生源と

環境に及ぼす悪影響との因果関係が複雑となり

原因を特定することが困難なことも多い｡そこ

で,外部性の発生者(企業)を特定し監督と規

制を実施する｢規制監督｣型の環境行政から,

行政と発生者との対立型の関係を修正し,企業

と住民の自発的取り組みにも期待する｢協働｣

型の環境行政-と,取り組み姿勢の転換が規範

的に求められるようになっている｡この転換の

背景には,政府にとっては公害の予防原則,企

業と住民にとっては,汚染者支払原則のルール

が制度化してきたことも指摘できよう｡

効率的で効果的な環境行政の展開を可能と

し,円滑な官民の役割分担に資する環境情報

(環境行政分野に関する情報)の流通が求めら

れる｡

もちろん,全ての政策過程で情報流通は不可

欠である｡しかしながら環境行政においては,

前述した対立型から(規範としての)協働型へ

の変遷,被害や汚染拡大による社会的損失の防

止ならびに情報の非対称性の克服等に鑑みる

と,いっそう強い理由で環境情報の流通する基

盤が必要ではないか｡双方向の情報循環を可能

とする電子自治体の活用が,具体的に分析され

ることに,意義があるのではないか｡そこで,

公共政策のなかから環境政策分野を選択し考察

することとしたい｡

以下,環境政策分野における電子自治体のあ

り方を考察するフレームを設定するため,考慮

すべきファクターをあげて順次論じていく｡

環境行政での政策過程の特質と｢協働｣

まず｢協働｣の意義を再確認しておきたい｡

協働は,パートナーシップ(partnership)とし

て理解されることがある｡例えば松行･桧行

[2004: 9]は,公共経営におけるパートナー

シップに必要な基本原則として, ①組織間関係

における対等性, ②自立性の尊重, ③信頼関係

の継続, (彰互恵性, (さ自由で｢ゆるやかな連

結｣, ⑥補完性をあげる｡

ただ,環境政策においては,前述のように

環境運動と環境政策とが対立関係にあったた

めに別途考察する必要がある｡この点,諸主

体間の関係性からアプローチする社会学の助け

を借りることが有用であろう｡環境社会学の立

場より,長谷川は,協働をコラボレーション

(collaboration)と理解し,協働を｢複数の主体

が対等な資格で,具体的な課題達成のために行

う,非制度的で限定的な協力関係ないし共同作

業である｣とする[長谷川2003a:183-184〕｡具

体的には, ｢コラボレーションとは, (①対等で,

②領域横断的で, ③プロジェクト限定的で, ④

透明で開かれた協働作業･協働関係)である｣

[長谷川2003b:12]｡このように解すると,パー

トナーシップの語感に含まれる,ある種の｢な

れあい的,運命共同体的な一体性｣を排除し,

｢プロジェクトごとに政策的な課題や相互の役

割･関与の程度を明確に｣することができる｡

政策的な閉塞性の打破,環境教育

このほか,政策的な閉塞性の打破という観点

も重要である｡これについて長谷川は, ｢政府

セクターと営利セクター内の既存の利害関係者

間の調整を基盤とする官僚制的な政策決定過程

の限界が顕著であ｣り, ｢新たな政策提案者と

して,政策志向的な環境NGOの役割が期待さ

れている｣とする[長谷川2003b:12]｡
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さらに,環境教育も重要である｡国内の教育

現場で環境問題を取り入れる事例を観察できる

ものの,ヨーロッパ諸国と比較した場合には見

劣りする｡成人が対象の社会教育を含め,実践

的体系的なプログラムは,環境政策に関わる人

材を養成していくためにも必要である｡

環境NPM

ところで,公共政策を検討するにあたり,

政策実施･執行過程の側面も見逃すことがで

きない考究課題である｡なかでも新公共管理

(NPM : New Public Management)については,

批判にさらされながらも諸国で導入が進んでい

る｡環境行政分野においても同様である｡

もちろん,環境汚染による外部不経済のため

に多くの社会的コストの議論があるのがこの分

野の特徴である｡その意味でNPM的発想がな

じみにくい分野でもある｡しかしながら,顧客

志向(CRM),成果志向や市場原理の導入につ

いては環境政策分野でも妥当する(例えば, PFl

を利用した廃棄物利用の発電所建設事業)｡以下

ではかかる領域を｢環境NPM｣と総称する｡

I-iU情描

3.(1)で論じたように,実効的な電子自治体の

構築にはデータと情報が重要である｡では環境

(広義の)環境情報

(狭義の)環境情報 守

行政における情報(広義の環境情報)とは何か｡

稲生は,桧相の環境法分野における解析を前

提に[松村1999:99],公共政策の形成過程に

関連する環境情報について以下のような整理を

行っている[稲生2002: 8-9〕｡即ち,環境情

報とは,化学物質の有害性などの環境情報(｢狭

義｣の環境情報)のみならず,民間のリサイク

ル施設などの｢施設･技術情報｣,環境法令や

環境政策に関する情報などの｢環境制度･政策

関連情報｣,さらにISOシリーズをはじめ環境

マネジメントに取り組む行政ないし企業の情報

や,企業の環境報告書や環境会計に関する情報

などの｢環境マネジメント情報｣をも包含する

広い概念である( ｢広義｣の環境情報｡以下広

義の環境情報を｢環境情報｣という)0 (図2)

以上の議論を整理すると,環境政策分野で電

子自治体を実効性あるものとするには, (お協

働, (夢政策的な閉塞性の打破, (参環境教育, ④

環境NPM, ⑤環境情報が構成要素となるであ

ろう(これら以外に前出の電子民主主義があ

�"V

4.実証分析

本節では,仮説的に設定した環境行政分野に

おける電子自治体のフレームを前提に,各自治

体のホームページについて実証分析を行う｡

環境自体に関する情報(例:動植物生態系)

有害性関連情報(例:化学物質)

環境負荷関連情報(例:環境濃度測定値)

施設･技術情報(例:民間リサイクル施設)

環境制度･政策関連情報(例:環境法令)

環境マネジメント情報(例:IS014001､環境会計)

図2　環境情報の概念

(資料)稲生[2002.9]
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(1)操作化一環境情報マトリクスの構築

分析にあたっては,環境行政の政策過程を念

頭に, 3.(1)で論じた電子民主主義と3.(2)で論

じた環境行政での電子自治体のフレームを包括

的に捉える｡環境情報は,政策過程を支える基

盤のため区分して考察する｡そこで,データ

セットを環境政策過程と環境情報に2分する｡

対象は, 47都道府県, 13政令指定都市,先進

的な取り組みをしているとしてとりあげられる

ことの多い,三鷹市,横須賀市,藤沢市,大和

市の合計64団体である｡

具体的な手続については,各自治体のweb上

のホームページを,あらかじめ設定した評価項

目にしたがい2005年と2006年につき数億化した

後,コンテンツ構造や規定要因を分析する(4!

評価指標については概略以下のとおりであ

る｡第1の環境政策過程における側面について

は, ①協軌　②政策的な閉塞性打破, ③ (環境

分野の)電子民主主義, ④環境教育, ⑤環境

NPMの5点をとりあげる《35項目≫｡

第2の環境情報については,総括的情報,有

害性情報などの(狭義の)環境情報,施設技術

情報.環境制度･政策関連情報,環境マネジメ

ント情報の5点をとりあげる　《15項臥　合計50

項目≫｡ (表1)以下, ｢環境政策過程｣にかか

る評価指標群につき,若干数桁する｡

第1に,協働については, 3.(2)で論じた長

谷川に依拠し, ｢対等性｣, ｢領域横断性｣, ｢透

明で開かれた協働作業｣の3点を評価する(5)｡

｢対等性｣は消極的情報開示と積極的情報開示

から構成される｡行政と住民間の対等の前提と

して,情報の授受が前提となるからである｡た

だ情報公開は,住民等からの請求によりはじめ

て開示する仕組みであり,消極的である｡さら

なる対等性の発揮には,請求を待たずに電子上

も開示されることが望ましい(積極的情報開

示)｡

｢領域横断性｣については,異主体間での協

働作業を意味するため連携が鍵となる0 -万,

電子的なネットワークに加え,フェイスツー

フェイスの意思交換経路も重要である(通番

ll) [鹿瀬2004: 53-54]<

｢透明で開かれた協働作業｣に関しては, web

上での提言機能に加え,提言の検討経過の開示

も重要である｡一方,環境政策特有の項目とし

てリスクコミュニケーションがある(通番16)｡

市民･行政･企業が対話を通してリスク情報を

共有し,リスクを低減していく行動を指す｡

第2に, ｢政策的な閉塞性の打破｣では,鷲

子会議室のほか,特定の政策課題に関する専門

的な意見交換である政策フォーラムも重要な構

成要素である(通番17)｡

第3に, ｢電子民主主義｣では,技術的な課

題克服を前提に,直接投票機能の活用等につき

測定する｡また,音声や映像機能の活用を通じ

た情報格差解消も評価する｡

第4に, ｢環境教育｣については, distance

learningについて評価する｡一般的な社会教育

や子供向け教育が考えられる｡

第5に,政策実施過程については｢環境

NPM｣を評価する｡本来のNPMでは一定の政

策実施パッケージの外部化が問題となるが,こ

こではNⅠ)Mを広義にとらえ,環境政策の効率

的効果的実施を担保するための広範な道具的概

念としておく｡

以上を前提とした評価指標と, 64団体ベース

の計測結果は表1のとおりである(6)なお,衣

1の｢平均｣は,64団体の平均ポイントを指す｡
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表1　環境情報マトリクス

過

節
評 価 項 目

平 均 2 0 06 年 平 均

2 0 05 年 20 06 年 都 道 府 県 政 令 市 先 進 市

Ⅰー 環 境 政 策 形 成

(1) 協働

g )対 て紺 Fl 糾 い蝣サ'蝣)>'蝣,:)小 I川 けり小 1 N iやi公 開の耽 泥 に関す る 経てーi*i…:公 El臼の イ川 F1: 1.0 0 1.00 1.00 1 .0 0 1 .0 0

2 +;j川 川 ÷申 nil"-' る w f b I∴Ln ∴ 1ペ ー ジv'l (I"'蝣蝣十 0 .9 8 1 .00 1.00 1 .0 0 1.0 0

3 千㍍ 柁公 開の オ ン ラ イン申 l…ーtjの l fさ 0 .28 0.4 1 0.4 3 0 ▲3 8 0 .2 5

4 純 朝と公 糊の 手続 ●処月!A状 況の オ ンライ ン問/{<の イ√触 0 .0 0 0 .l l 0.l l 0 .0 8 0 .2 5

ヰiI主鰯的 磁場 †E川 iF;圭j示 5 手it紬 ～的†i妻i湖 ーiiJ/J三に 問す る 条例 の イ)"." ; 0.l l 0 .14 0.13 0 .15 0 .2 5

6 環磯 村 政一 般 に一対す る広 紬 (パ ン フやY f料 ) の イ{ 撫 1.0 0 1 .00 1.00 1.0 0 1.0 0

7 プ レスクを起 したヤーlf紬の & liりの イ川 与 0.6 1 0 .70 0.66 0 .8 5 0 .7 5

8 漆一浪会や委 LAi 会の 消 !ji録 (柴汚 ) 公 Huの イ川 TI 0.9 1 0 .9 1 0.87 1◆0 0 1.0 0

9 I I-.,議 �"a 錨 の 公文 (速 記鎚 ) 1川 I'"1イj-ォ.蝣!蝣十 0.4 4 0 .47 0.49 0 .3 8 0 .5 0

十 ;tlhU ft U.'iT ト 10 各 1■i三作 問 のA m へ の触 感 のイj I 0.52 0 .5 2 0.5 1 0 .4 6 0 .7 5

ll リア ルな 交流 への 誘き馴 馴 巨の イ{ 撫 0.25 0 .2 8 0.3 0 0 .0 8 0 .7 5

③ 適 例 で 桝か れ たfォ倒 作 濃 12 環境 政 策 の内 容の 体系 的 日子j示 の イ1"1熊 0.98 0 .9 5 0.9 4 L O O 1.0 0

13 化 代の 喋 盲々政 策賂 ;/:†の公 雄機 能 の有 無 0.13 0 .14 0.1 3 0 .15 0 .2 5

14 礼 I->の粍前転の 紙 栄公 Hu の イ[鮮 0.09 0 .0 9 0.1 3 0 .0 0 0 .0 0

15 パ ブ リ ック コメ ン ト偶 と純 米′公t3阜Jの イ{ 撫 0.88 0 .8 8 0 .9 1 0 .7 7 0 ,7 5

H i リス ク コ ミュニ ケー シ ョンへ の 配m の イJ.嫌 0.22 0 .2 2 0 .2 1 0 .3 1 0 .0 0

(2 ) 政 策 的な ほ】蝣M t¥三打 破

(丑 w eb .I の 政 策 ､>'/.案粍能 17 政 策 フ ォー ラムやサ イバー 公聴 会の イ√無 0.03 0 .0 2 0 .0 0 0 .0 0 0 .25

(参政 払 拭池 の 発 比 とア イデ ア収 災 18 心 J.+上 品t ÷ .蝣蝣> fl¥l打 0.33 0 .3 1 0 .2 6 0 ▼3 1 1.0 0

③ ボ ラ ンテ ィア 盲fl.動 の緑 什 化 19 i,r,ォ川 経 と <i c;'井 上の ∵一 十 イ ナイ トin :蝣蝣蝣い イ1ヤ 0.73 0 .7 3 0 .6 6 0 .9 2 1.0 0

(3 ) (将 }鬼分 野 の) 蝣<& (蝣比 ‥K .:K 遜

1 H i-KtSi 指に関 す るu'C接 投 lE;主 20 itt 接投 与や ア ンケー ト!}ミⅠ汁伐青巨の イ[無 0 .0 3 0 .0 3 0 .0 4 0 ▲0 0 0.0 0

(むデ ジ タル デパ イ ドの 九服 2 1 ユニバーサルデザ インj蕗人のイ{鯉 ( 汁JlJ サー ビス等) 0 .20 0 .1 6 0 .19 0 .0 8 0.00

+1 十 n ;';u ;キ

十 + 紙 ｢暮蝣j^ 'iiJ- iiVf 22 + 穀 ‥:j ^ n ;枯 �"i'i'ii十 人材十十十lt へ の 付せ ぺ一 十 ^ l'l't". 0 .8 3 0 .7 2 0 .7 9 0▲54 0.50

十 十 I".L-1 'J やハ ∴; 十 23 十 川 r+り÷†ヰ蝣M V ,ii iべー †ー<k 0 .5 6 0 .5 6 0 .5 7 0.54 0.50

∴い'.V H IIU l'll::-: 24 ー'.'/ I"川 I,!,'!子の解 脱や F A Q 肘 払拭の イJ.触 0 .5 0 0 .5 0 0 .5 3 0.38 0 .50

(5) 上策J題 N P M

住)細れ iq f.j ( C R M ) 25 将 }鬼行 政 のポ ー タルサ イ トの イ1.枚 0 一8 0 0 ▲7 8 0 .8 3 0.69 0 .5 0

26 馬場 行 政 のサ イ トマ ップ械 能 のイ∫一触 O .li-l 0 .6 6 0 .7 2 0.54 0 .2 5

27 ∴～川 †ふ= =十八 ii+ ー申 ∴l'1 蝣'.蝣"''蝣∴リー トハ 叶否 1.0 (1 1.0 0 1.0 0 1.00 1 .0 0

蝣js W eb を絞 っ たiii -r- r -寺訓 ー壬約の ■ll､Tf t 0 .5 8 0 .6 1 0 .7 0 0.38 0 .2 5

29 塀 矧 封油 の捌 lli処 刑げ ロセ スの糾 介の イJt嫌 0 .0 2 0 .0 0 0 .0 0 0.00 0 .0 0

30 郎 繁 と始終先従 ,1ft お よびメ- )V ア ドレス公糊のイI'M 1.0 0 1.0 0 1.0 0 1.00 1 .0 0

3 1 料 "'I省 y I とメー ルア ドレス一一hJL界の 公 衣の イf.�"ち 0 .0 0 0 .0 0 0 .0 0 0 ▲00 0 .0 0

32 り十 校1輔 川什 ∴蝣J l^ リ ン 蝣蝣'l̂ ">小 +牧 1.9 5 1.9 5 1.9 6 2 .00 1 .7 5

33 托⊥C の 富′抑 jヘ 川 符す る拭 ′郎 a n イ√鯉 0 .16 0 .17 0 .15 0 .15 0 .5 0

② 威 力ミぶ I"J 34 (畷境 ) 政 策M 州の紡 月と公夫 のイ{触 0 .5 3 0 .5 6 0 .5 3 0 .62 0 .7 5

③ .h-城 K iJ!ll 3 5 W iiJU-iにか カ､るぺ す ¥ H .v; の†i川 <lifj/i三の イ{ 触 0 .0 9 0 .0 9 0 .ll 0 .08 0 ▼0 0

fl- 環 境 情 報 (広 義 )

(i) e 墳 ナ{f乍…iに 糊す る給紙 的 純 綿 3 6 環境梢 ォ(の体 系 にf対す る 混明 とサ イ トマ ップの イJlJ紺; 0 .7 7 0 .8 0 0.74 0 .9 2 1.0 0

(2)畷 m i川 i

(狭 遜 )

畷 境 目作 に一刻す るナー川 i 3 7 動 植 物 ′lミ恕 系 にFRJす る肘i紬の イl¥* 0 .9 4 0.95 0.96 0 .9 2 1】0 0

イi",1汁 i三一別姓1▲lーi儲i 3 8 化 '7 '物 宮守にF瑚す る†{i緋の イ{妹 (P R T R ) 0 .8 0 0 .8 3 0.83 1 .0 0 0 .2 5

3 9 土塊 子lj 故 に関す るtl'j靴の イ]蝣サモ 0 .3 6 0.38 0.32 0 .6 2 0 .2 5

4 0 十イ十 十 シ 二にr-'jす る in 蝣;!!'蝣> 1,iヤ 0 .8 8 0.89 0.83 1 .0 0 1▲2 5

Lil j;;.!;.小 舟十 二∴lリ十 ふ い ii ';:. 0 .5 5 0.66 0.64 0 .6 9 0 .7 5

4 2 IC 'lift lに収 り翁1む物 r fに 一刻す る†I/-1紬 のイ{触 0 ▼33 0.34 0.34 0 .2 3 0 ▲7 5

環 m i l榊 一期辿 †iIfli 4 3 人気 に FAJす る情 紬の イ∫tit 1.34 1.50 1.49 1 .3 1 2 .2 5

44 水 u ∴ y -j-ふ†ー川 上l"1 i'l十kt㌧ 1◆0 0 1.03 0.87 1 .3 1 2 .0 0

4 5 飯井 ●菰主動 に 倒す る†別 技のイ 0 .6 3 0 .66 0.60 0 ◆7 7 1.0 0

地 i'.i紘一トH L n ;七十[+j十代 46 地球 砧lL嶋化 に 糊す るjt事絹 iのイ 買r; 0 .9 1 0.92 0.94 0 .8 5 1.0 0

(3)1 8,1貨技 肘 Fi'Jサ 47 環 jl孟技 術 に一%,す る付川iの イ;無 0 .56 0 .56 0.55 0 .6 2 0 .5 0

川 n i-i'i.1小七 t dlt 範 -りせ 十†川 上 4 8 環境 法 令 ◆条例 の検 索 システ ム のイfォ 0.97 0 .98 0.98 1 .0 0 .0 0

(5)畷 墳マ ネジ メ ン トh川 i 49 環境 会一汁†tEi紬 のイ[搬 0.0 6 0 .08 0ー04 0 .2 3 0 .0 0

50 I S O I対姓 的 対之の イ川 rI 0.95 0 .95 0.94 1 .0 0 1.0 0

(2)分析Ⅰ 64団体の比較分析　　　　　　　　　　徴を把捉するため,環境政策における政策過程

全体の特徴　　　　　　　　　　　　　　　　　　に即したコンテンツの充実度を説明する,表1

環境情報マトリクスを用いてデータ全体の将　　　の平均(2006年ベース)を用いる｡
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｢環境政策形成｣に関しては, ｢(1)協働｣に

ついては相応の水準となっている項目がみられ

る｡特に｢①対等性｣のなかで,情報公開,環

境行政一般の広報や環境政策体系にかかわるコ

ンテンツについては高いポイントとなってい

る(通番1,2,6,7)｡また,環境NPMでも

申請書のダウンロード(通番27),担当部署の

連絡先開示(通番30)やリンク集(通番32)な

ど,顧客である住民の利便性に配慮した内容も

>�"**.'

もっとも, ｢①対等性｣のうち情報公開の手

続状況などの開示(通番4)辛,情報開示に関

する条例という法的な枠組みを欠いている自治

体が多い(通番5)ことや,協働プロセスの透

明性を高めるうえで重要な住民からの提言の公

募機能(通番13, 14)については平均値が低い｡

政策的な閉塞性を打破する手段としての政策

フォーラムやサイバー公聴会などの公共圏的な

機能も不備が目立ち(通番17),せいぜい電子

会議室の設置にとどまっている状況にある(過

番18)<　今回はアンケート調査ではないために,

電子会議室の運用の詳細はデータからは把握で

きていないものの,閉塞性打破の手段として

ホームページが有効に機能し得ているかは疑問

なしとしない｡また,電子民主主義に関連して,

投票機能やデジタルデバイド(情報格差)への

対応がきわめて不十分である(通番20, 21)(7!｡

｢環境情報｣に関しては,環境情報の体系的

説明や環境法令･条例の検索システムといった

一般的なコンテンツの整備は進んでいる｡一方

で,狭義の環境情報については,大気に関する

情報(通番43)など一部を除き,総じて平均ポ

イントが低い｡このことは,自治体独自の調査

によるデータ公表がインターネット上ではほと

んど行われていないこと意味する｡

以上からコンテンツ構造は,環境政策形成に

関しては,住民との情報交流の基底をなす法的

枠組み,公共圏的機能,情報格差是正を含め直

接民主主義にかかる項目について課題を指摘で

きる｡環境情報に関しては一定程度体系化が行

われているものの,質･量共にきめ細かな情報

提供については道半ばの状況である(8)｡

クロスセクション分析

続いて, 2006年のデータにより都道府県,政

令市および先進市のグループ毎のクロスセク

ション分析を行う｡ (表2,-部につき表1参

照)

仮説は以下のとおりである｡ (∋ ｢環境政策形

成｣では,住民に身近で環境政策形成における

交流の場面が多いと思われる政令市や先進市の

ポイントは, ド(1)協働｣にかかる評価項目を中

心に相対的に高い｡一方, ｢(5)環境NPM｣の

ポイントは規模のメリットなどから都道府県で

高い｡ ②｢環境情報｣のポイントは,人口や産

業の集中する都市部を抱え,住民の大気汚染や

水質汚濁等に対する情報ニーズが強いものと推

察される政令市で高い｡ ③全体ベースでは,先

進市,政令市,都道府県の順にポイントは高い｡

分析結果をみると, (手の後半, ③ではおおむ

ね予想どおりになったものの, (手の前半と②に

ついては異なった結果となった｡

①前半の要因としては,政令市の｢(1)協働｣

と｢(4)環境教育｣のポイントが低いためであ

るO前者(協働)については,さらに｢(1)協働｣

の内訳をみると｢③領域横断性｣での政令市の

ポイントが低くなっている｡これは,異なった

主体間の協働を促進するために,実際の活動に
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表2　サイト機能についての平均ポイント

(1)協　働　　　　(2)閉塞性打破　　(3)電子民主主義　　(4)環境教育

2005　　　2006　　　2005　　　2006　　　2005　　　2006　　　2005　　　2006

都道府県

政令市

先進市

合計

8.51　　　.81

7.92　　　　8.62

8.50　　　　9.50

8.39　　　　8.81

0.96　　　　0.91

1.15　　　1.23

2.25　　　　2.25

1.08　　　1.06

0.23　　　　0.23　　　1.98

0.08　　　.　　　　　　　　　　1.46

0.75　　　.00　　　1.50　　　1.50

0.23　　　.19　　　　　　　　　1.78

(1)-(4)計　　　(5)環境NPM　　　(6)制作形成計　　(7)環境情報狭義
2005　　　2006　　　2005　　　2006　　　2005　　　2006　　　2005　　　2006

都道府県　11.68　　11.85

政令市　　10.92　　11.38

先進市　　13.00　　13.25

合計　　　11.61　11.84

7.00　　　.00　　　18.　　　18.85　　　7.40　　　　7.81

6.31　　　.46　　　17.23　　17.85　　　8.00　　　8.69

5.50　　　6.00　　　18.50　　19.25　　15.50　　10.50

6.77　　　.83　　　18.38　　18.67　　　7.72　　　　8. 16

(8)環境情報広義　　　(9)合　計

2005　　　2006　　　2005　　　2006

都道府県　　10.57　　1 1.06　　29.26　　29.91

政令市　　1 1.69　　12.46　　28.92　　30.31

先進市　　14.25　　14.00　　32.75　　33.25

合計　　　11.03　　11.53　　29.41　　30.20

｢(1)協働の内訳｣

①消極的開示　　　　②積極的開示　　　　③領域横断性　　　　　④透明性

2005　　　2006　　　2005　　　2006　　　2005　　　2006　　　2005　　　2006

都道府県　　2.30　　　2.53

政令市　　　2. 15　　　.46

先進市　　　2.25　　　.50

合計　　　2.27　　　2.52

3.06　　　　3.15

3.　　　　3.38

3.00　　　　3.50

3.06　　　　3.22

0.77　　　0.81　　　2.38　　　2.32

0.54　　　　0.51　　　2.15　　　　.23

1.50　　　1.50　　　1.75　　　　2.00

0.77　　　　0.80　　　　2.30　　　　.28

つながるようなコンテンツが不足しているこ

とを示している(例:web上で環境活動に関心

のある個人を環境NPOに紹介するようなペー

ジ)0

後者(環境教育)については,都道府県で高

いポイントであり,廃棄物処理場の設置等でみ

られる深刻な行政･住民間の紛争を防止ないし

緩和するため,ホームページを通じて環境教育

や専門用語の解説等に注力する様子が窺われ

る｡

②の要因としては,先進市における狭義の環

境情報にかかるポイントが抜きんでていること

が大きい｡表1の｢2006年平均｣によると,重

点的に取り組む物質についての情報のポイン

ト,ならびにダイオキシン,大気および水質に

関する個別の環境情報のポイントが高く出てい

る｡住民の環境情報ニーズを的確にくみ上げつ

つコンテンツに反映させているものと解釈でき

る｡

パネルデータ分析

次に, 2005年データと2006年データを用いて

時系列で比較する｡まず,表2により全体の傾

向をみると, ｢(6)環境政策形成(政策形成計)｣,

｢(8)広義の環境情報｣および｢(9)合計｣のいず

れも平均ポイントが上昇している｡団体類型で

みると政令市の充実が目立つ｡以下,環境政策

形成と広義の環境情報の内容をみる｡

表2により｢(6)環境政策形成｣について団

体類型毎にみると,政令市と先進市でボイン
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トの上昇が目立つ｡これは｢(1)協働｣の貢献

によるものであり,さらに内訳によると,対等

性を構成する｢①消極的環境情報開示｣と｢②

積極的環境情報開示｣の寄与にもとづく｡例え

ば政令市につき内容をみると(以下のカッコ内

の数億は2005年と2006年の平均ポイントを示

す),情報公開のオンライン申請(通番3 :0.15

-0.38),プレス発表した情報の即時開示(逮

番7 : 0.62-0.85)等における充実がある｡ IT

を活用した文書整理システムの導入等により,

情報公開制度が電子自治体でも機能しつつある

とともに,環境行政にかかる情報の迅速な開示

姿勢が,対マスコミだけでなく,住民との関係

においても強化されている点が窺われる結果と

なっている｡

｢(8)広義の環境情報｣について団体類型毎に

みると,都道府県と政令市でポイントの上昇が

目立つ｡都道府県では大気に関する情報(通番

43 : 1.30-1.49)が,政令市では土壌汚染(過

番39:0.46-0.62),環境ホルモン(通番41:

0.38-0.69),水質(通番44 : 1.15-→1.31)に関

する情報等の充実がみられる｡

(3)分析E　コンテンツ構造の規定要因

本項では,多変量解析の手法を利用して都道

府県における環境行政のホームページのコン

テンツ構造を規定する要因を明らかにする(9)｡

2006年における｢環境情報マトリクス｣の評価

項目に付与されたポイントを従属変数とし,独

立変数については各都道府県における環境政策

を規定する諸要因を操作化する｡以下,仮説,

各変数をめぐる操作化の手順ならびに分析手

揺,分析結果について順次論じる｡

仮説

本分析については,先行研究の蓄積が十分と

はいえず仮説の設定も探索的とならざるをえな

い｡ここでは,先行研究でもあげたWestの議

論を参照する｡

Westは,組織的,財政的,政治的方向性を

要素とする電子政府のモデ)Vを設定し,米国50

州の電子政府の充実度に関する規定要因を明ら

かにしている[West2005: 7ト81]｡その際従属

変数を, ①電子サービスの普及嵐　②サイトの

読みやすさ, ③個人情報保護の質, ④電子政府

全体のパフォーマンスとした｡また独立変数と

して, a)組織的決定要因(ロビイスト数,大

卒人口比,議会の専門職業意識), b)経済･

財政的決定要因(一人あたりの所得), c)政

治的決定要因(民主党員の構成比,インター

ネットを利用する住民数,州のオンライン取引

の可能な割合),を設定し重回帰分析を行った｡

結果的には,立法府の職業意識が①を,経済･

財政的要因が(参･ ④を一定程度規定するものと

析出し,特に経済･財政基盤の説明力が強いと

結論づけている｡

電子政府全体の分析であることやデータの制

約から, Westの結論を,国内自治体の環境行

政における仮説としてそのまま採用することは

できない｡ただし, Westの採用した枠組みを

参考に, a)組織的要因, b)経済･財政的要

因, C)政策課題要因‖0)の3点を独立変数と

する｡一方,従属変数については, ｢環境情報

マトリクス｣のデータを用いる｡そのうえで,

これまでの環境政策分野での電子自治体構築の

議論も踏まえ,以下のように仮説設定を行う｡

第1に,行政と民間を通じた環境問題への取

り組み体制と人材の充実度が環境政策の形成に
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かかわるコンテンツ構造を規定する｡

第2に,環境政策の形成にかかわるコンテン

ツ充実は経済力や財政基盤の強弱に左右され

る｡

第3に,環境政策における個々の政策課題の

重要性や対応の進度が,環境情報のコンテンツ

構造に影響を与える｡

従属変数および分析手法

環境情報マトリクスの50項目にのぼる評価項

目は,環境政策分野の政策過程に沿ったコンテ

ンツの充足度を段階的に測定する根拠を与えて

いる｡しかしながら,評価項目を従属変数とし

て扱う場合には,データ特性を慎重にみきわめ

ることが必要である｡

ここで環境情報マトリクスにおける評価項目

は,特定の機能の有無など,一見すると離散変

数であるように思われる｡しかしながら, ｢環

境政策形成｣や｢広義の環境情報｣など一定の

区分毎に,内包される各指標を加算し集計する

ことで総合得点化され,量的変数としての取り

扱いが可能と考えられる｡このため分析手法に

ついては重回帰分析を選択した(ll)｡

なお,指標については,特に重み付けを行う

根拠がない｡このためあらかじめ設定された重

要度にしたがった傾斜配点とはしないで, 50項

目を同等に扱った(12)｡

独立変数

独立変数については,前述のようにa)組織

的要因, b)経済･財政的要因, C)政策課題

要因から構成される(13)｡具体的な操作化は以

下による｡

組織的要因については,組織体別を代表する

ものとして環境分野の職員数(環境行政担当職

員数, 2004年),一方で行政との協働が期待さ

れる環境NGOの数(2003年),生きた環境教

育を代表する変数としてこどもエコクラブの数

(2004年)を選択する｡

経済･財政的要因については,経済的要素を

代表する変数として県民所得(2003年度),経

常収支比率(2004年度)を用いる｡県民所得に

ついては, Westが州における分析で類似の指

標を使っているのを参考した｡また,経常収支

比率は財政状況を示す指数の一つであり,財政

の硬直度を示す｡硬直化が進んだ団体は,コン

テンツの充実に迅速な対応を図ることが錐しく

なると予想されることから選択した｡

政策課題要因については,住民からの行政情

報ニーズが高いと推測される変数を利用する｡

ここでは水質汚濁と騒音を選択し,水質汚濁に

ついては都道府県別水質汚濁防止法等に基づく

特定事業場数(2004年),騒音については騒音

特定施設数(2004年)を用いた｡また,昨今注

目を集めるリサイクルに着冒し,リサイクル率

(2003年)を用いる｡

なお,独立変数については都道府県毎のばら

つきに鑑み対数変換した｡

分析結果

結果は表3のモデル①のとおりである(14)

まずコンテンツのなかで｢環境政策形成｣の

規定要因をみると,こどもエコクラブ,県民所

得,経常収支比率,騒音,リサイクル関連の指

標が,有意な影響を及ぼしている(15)標準化

係数(いわゆる標準偏回帰係数｡ β億)は県民

所得(.76)の億が高くなっており､ホームペー

ジの充実に対する経済･財政的要因の影響が大
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表3　ホームページの充実度を従属変数とする重回帰分析の結果

モデル①

｣!!>/.変k'i群
協　働　　　　　環境政策形成　　　環境情報広義　(参考)合　計
係数　　(S,E)　係数　　(S.E.)　係数　　(S.E.)　　係数　(S.E.)

親川�"im'iIP境行政ォU>A
環境NGO数
こどもエコクラブ数
経済･財政的要因一人あたり県民所得
ftww土it?;;
ift'ii',;1.号l粗悪凹水u汚wwmをと
.写'｣vr揖ML
It*故
リサイクル率
Constant

AdjustedRSquare
F倍
N

.76　　(.64)

.23　　(.45)

.35　　.40)

9.31"* (3.05)

-.21や*　(.08)

.91　(.55)

- 1.28"*　(.40)

- 1.67　(1.04)

…42.03*　(24.53)

.33

3.88"*

SH

.67　　.24)

.16　　(.87)

1.52*　(.77)

18.24呑" (5.90)

蝣.34"　(.15)

1.65　(1.06)

- 2.44榊　(.77)

(2.001

-83.59*　(47.37)

.30

1.09　　(1.08)　　1.76　(1.97)

1.15　　(.77)　　1.30　(1.39)

.66　　.67)　　　2.1㌢　(1.22)

5.08　　(5.17)　　23.31** (9.40)

.14　　.13)　　-.21　(.24)

-.72　　(.93)　　.93　(1.70)

-.14　　(.67)　　-2.58*串(1.22)

3.33*　(1.90)　　-.39　(3.19)

- 55.95　(41.51)　- 139.54* (75.48)

.40　　　　　　　　　　.34

3.43水煮者　　　　　　　　4.88*幸水　　　　　　　　　4.0 1 *

47　　　　　　　　　　　47　　　　　　　　　　　47

モデル②

環境情報狭義　　　環境情報広義
独立変数群　　　　　　　　係数　　(S.E.)　係数　　(S.E.)

政策課題要因　　ダイオキシン施設数
公','f p'j ll-. lti :iiをt

ISO審査登録件数
IL上終'HI ',押H'Hs 'H m二

リサイクル率
粗大ごみ処理
Constant

Adjusted R Square

Ffi

N

.90　　(.94)

-.92"　(.43)

2.48"鼓　(.60)

.33　　(.34)

3.82*" (1.26)

一､88辛　(.44)

-12.91*串' (4.71)

so

8.80"'

47

1.35　　(1.03)

- 1､00ヰ　　(.47)

2.55"*　(.66)

.36*　　.37)

3.21"　(1.38)

-.98*事　　(.48)

- 9.94'　(5.14)

.48

8.03*"

47

(注)幸p<.10,帯革p<.05,串"p<.01

きい様子がうかがわれる｡経済･財政的要因と

政策課題要因の説明力が大きいのに対し,組織

的要因の説明力は大きいとはいえない｡｢協働｣

に限った場合もほぼ同株である｡したがって,

仮説1については支持できないものの,仮説2

ほおおむね支持されることとなる｡仮説2の結

果は,前にあげたWestの分析結果と類似する｡

一方,仮説3については政策課題要因の一部

であるリサイクル率が,｢広義の環境情報｣に

有意な影響を及ぼしているのみである｡

そこで,政策課題要因を改めて分解し,第1

に,マスコミ報道等を通じて住民の関心が高い

�"1,'廿I.蝣蝣[号･.･､.:ド::JU二･･ユ'"''蝣',I津∴�";i

2に企業の関わりが重要と考えられる変数を再

度抽出することとした｡この結果,ダイオキシ

ン類対策特別措置法に基づく特定施設の届出数

(2004年),各都道府県の公害防止協定数(2005

年), ISO審査登録件数(2005年),最終処分場

の残余容量(2003年),リサイクル率(前出),

親犬ごみ処理能力(2003年)を独立変数に選択

し,再度登回帰分析を行った結果がモデル②で

ある｡

｢狭義の環境情報｣に関するコンテンツには

ダイオキシンと最終処分場以外が有意に影響

し, ｢広義の環境情報｣ではダイオキシン以外

は有意に影響している｡このことから,仮説3

についてはおおむね支持される結果となった｡

以上から, ｢環境政策形成｣にかかわるコン

テンツ構造については,協働の核となる行政･

住民･環境NⅠ)0といった人的側面よりも,む

しろ財源的側面の説明力が高く, ｢環境情報｣

にかかわるコンテンツ構造については,政策課
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題の緊要性等が説明力を有することが析出され

た｡

5.結論

本論文では,まず電子自治体の枠組みとし

て,電子的な政治参加システムと,行政情報

データベースに裏付けられた行政事務処理シ

ステムの両者を具備すべき点を明らかにし

た｡次に,環境行政分野で電子自治体を構築

する場合のコンテンツ構造としては, ①協働

(Collaboration), (参政策的な閉塞性の打破, ③

環境教育, ④環境NPM,　環境情報,の5点

を包含することが求められる点を仮説的に設定

した｡そのうえで,上記の要素を64自治体にあ

てはめ実証分析を行った｡その結果,以下が明

らかとなった｡

第1に,自治体における環境分野のコンテン

ツは.内容の体系化の進展や利用者の利便性

への配慮の面で一定の評価はできる｡しかし,

｢環境政策形成｣については,住民との接点を

構成し電子民主主義を実質化する前提となる項

目での作り込みに, ｢環境情報｣については,

地域の環境特性を反映させた,きめ細かな情報

提供という面では質と量の両面で,課題を抱え

る｡

都道府県,政令市,先進市の比較では,政令

市が｢協働｣の要素を構成する領域横断性や環

境教育に配慮したコンテンツ作りで遅れをとっ

ている｡前年との比較では,各団体類型共に,

総じて漸進的にコンテンツの充実をみている｡

第2に,現在の環境行政にかかるコンテンツ

の充実度を規定するのは, ｢環境政策形成｣に

ついては,協働の核となる人的な側面よりも,

財源的側面であり, ｢環境情報｣では,政策課

題の緊要性等である｡ややうがった見方をすれ

ば,住民等の要望が多い環境情報をそれなりに

充実させつつも,実際の住民との協働の場面に

は,現在のところ電子自治体の枠組みを生かし

切れていないのではないかと推察される｡

今後,財政力の格差が一層拡大するといわれ

るなかで,どのように政策過程に配慮した電子

自治体のコンテンツを充実させていくかが,本

論文の政策的含意である｡

最後に,この研究では環境政策分野を対象に

とりあげて解析を行った｡他の政策分野の場

令,政策過程と,関係する政策情報の内実が異

なることから,分析結果に差が出ることが予想

される｡筆者の今後の考究課題としたい｡

〔投稿受理日2006. 9. 30/掲載決定日2006. ll.30〕

注

(1)なお,因レベルそのものではなく釆･英･EU

の38政府機関の比較分析を行った研究として

Chadwick [2001]がある｡

(2)第1に,ウェブ利用は地方政府の規模と強い相

関を持つこと,第2に,電子政府化の影響は少な

く,期待された効果(歳入増加.人員削減,行政

コスト削減)が必ずしもみられないこと,第3に,

技術･人材･資金の不足のために,利用可能な電

子的取引が少なく増加ペースはゆっくりとしてい

ること,等を結論づける｡

(3)なお,国会議員等のホームページのコンテンツ

構造を分析した,計量政治学からのアプローチも

参考としたため以下言及する｡

インターネット時代における選挙運動の状況分

析に関連して,国会議員や地方議員のホームペー

ジの開設やコンテンツ構造を規定する要因分析等

が活発に研究されている｡これは,議員ないし候

補者の選挙の勝敗に,政策情報の発信や有権者と

の相互交流が密接に関わることから,行政以上に,

インターネットの活用とコンテンツ構造の解析が

注目されるからと思われる｡
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例えば海外の例では, Halstead [2002]が,英国

の国会議員を対象にホームページの利用状況を調

べ,過半数以上の議員が単なる広報手段だけでな

く,有権者との有力なコミュニケーション手段と

捉えていることを析出した｡

国内では,議員のホームページの開設要因に関

する先行研究[岡本2001;山本･郭2002;山本

2003〕がある｡このほか山本は,県議会議員のホー

ムページのコンテンツや政策情報を分析し,県議

間のデジタル･デバイド,ホームページの政治情

報メニューにおける世代･学歴･党派間の差や,

主要政策と公約の年代･党派･学歴による差異に

つき多重比較している[山本2004]｡岡本は,ホー

ムページ開設の要因とサイト機能((∋相互作用性,

②情報碇供, ③プレゼンテーション. ④アクセス

の容易性に分類)を分析するとともに,多変量解

析の手法を用いて候補者のホームページのコンテ

ンツ構造を規定する要因を明らかにしている[岡

本2006]｡

(4) 2005年は1-2月, 2006年は5-6月にデータ

を収集した｡両年のデータをそろえるため,政令

市については2005年調査時に政令市であった13団

体を選択したため,静岡市と堺市は含まれない｡

(5)なお, ｢プロジェクト限定性｣については,特定

案件に関する情報交流のような仕組みがありうる

が,個別具体的情報と考えられるため, web上で

は透明性の観点から評価すれば足りようO

(6) 【測定項目の定義補注】 ① ｢有無｣とある場合に

は｢有｣を1, ｢無｣を0とし, ｢可否｣とある場

合には｢可｣を1, ｢否｣を0とする｡ ②通番28に

ついては,大半の手続が電子申請可能な場合には

2,-部の場合は1,電子申請できない場合に0

とする｡ ③通番32については,リンク集がある場

合には2,リンク機能のみの場合1,ない場合0

とする｡ ④通番34については,環境行政独自の行

政評価結果がある場合に2.位と一括して公開さ

れている場合に1,非公開では0とする｡ ⑤環境

情報(狭義)については,独自の調査によるデー

タが毎冒更新される場合に3,年間複数回にわた

り更新される場合に2,年1回以下の場合には1,

自治体独自の調査が行われていない場合は0とす

る｡ (参以上から50項目の満点は73点となる｡

(7)もっとも投票機能については,どの程度住民が

インターネット環境に接することが物理的に,あ

るいはリテラシー的に可能か把撞したうえで再評

価する必要があるだろう｡

(8)個々の団体のポイント評価では(全64団体の平

均は30.20,以下カッコ内はポイントを示す),都

道府県では東京都(44) -埼玉県･鳥取県(38)

-岐阜県･三重県(37)の順に,政令市では横浜

市(41) -川崎市(40)の順に高い｡先進市では

横須賀市･大和市(37)が上位にきている｡

このうち東京都については(以下の記述につい

ては,環境局総務部企画調整課への取材,東京都

資料,ホームページによる).環境政策過程および

環境情報双方ともに最高ポイントとなった｡都で

は｢協働｣にカを入れており.積極的情報開示に

ついては東京都情報公開条例で担保する｡

2006年の調査時点では,ホームページ上に住民

からの政策提言機能(通番13),政策フォーラム

(通番17),電子会議室(通番18)はなかった｡た

だし,過去にディーゼルエンジン車の規制問題が

あったときには活用されており.政策的な判断で

柔軟に運用するという考え方によるようである｡

パブリックコメントについては事業に応じ,広く

住民から提案を受ける｢碇案型広報｣制度がある｡

また環境情報に関しては, PRTR法に開通する

化学物質に関する情報やダイオキシンに関する情

報などの有害性関連情報,大気に関する情報など

環境負荷関連情報について,環境省の｢大気汚染

物質広域監視システム｣に全面的には頼らず独自

に計測し,比較的短期間に情報更新が行われてい

る｡

ホームページを通じた情報発信機能の強化を前

提に,個別政策課題に応じて,住民等との情報交

流を図ろうとしている点が,高いポイントにつな

がったもめと解釈される｡

(9)政令指定都市と先進市については,独立変数と

して取り上げることができるデータが少ないため,

解析対象からは除いた｡

Westは政党との関連をみていたが,本研究では

政策過程そのものを重視していることから政治的

要素を除外し,行政の政策課題に着目した｡

(ll) Westは前述のように,電子政府全体のパフォー

マンスを示す,非負の整数である0-100ポイント

のデータを連続変数として従属変数とおき,重回

帰分析を行っている｡

(12)ただ,環境情報マトリクスでは｢協働｣や｢畷
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境NPM｣を構成する指標が多いために, ｢結果的

に｣重み付けをおこなったようになっている｡ま

た,例えば｢環境情報(狭義)｣の各指標のように,

データ更新の頻度等にしたがい点差をつけている｡

しかし,これらは評価するにあたっての｢重み｣

を意味しているわけではない｡

(13)従属変数である2006年のデータを説明するに足

る,独立変数のタイムラグを何年とみるかは困難

な問題である｡本論文では,頻繁に変動すること

が想定される,ホームページのコンテンツ構造に

反映するのには最低1年程度かかると仮定して独

立変数のデータを抽出した｡

(14)統計ソフトについては, SPSSver.14.OJを使用し

た｡多重共線性の有無については, VIF倍で確認

を行った｡

(15)経済財政的要因については,一人あたり県民所

得が高いほど,また経常収支比率が低いほど,財

政的な余裕度が高くコンテンツ充実にも柔軟に対

応することができる｡このため符号条件は前者で

正,後者で負と予想された｡有意な結果では｢協

働｣と｢環境政策形成｣共に予想と一致をみた｡
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